
令和２年度

６月補正予算（案）
説明資料

（新型コロナウイルス感染症対策経費）



Ⅰ 感染拡大の防止と医療提供体制の整備

主な施策

新型コロナウイルスの

検査対応能力を向上させ

るため、地域外来・検査

センターを設置し、ドラ

イブスルー方式により診

療・検体採取を行う。

■看護師による電話相談委託

487万3千円（7～10月分）

（※5・6月分は既定予算で対応）

市保健所にPCR検査機器を購入

し、5月20日から1日最大72件の

PCR検査が可能となっている。

これに伴い、検査試薬などの消

耗品及び検査によって生じる感染

性廃棄物の処理費が必要となる。

現在、奈良県と奈良市が合同設置

し、運営している新型コロナウイル

ス感染症に係る帰国者・接触者相談

センターは、5月1日から24時間体制

で民間事業者に委託している。
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地域外来・検査センターの設置・運営

1,049 万 2千円

■経費
地域外来・検査センター運営費

5・6月分（予備費対応） 936万6千円
7～10月分（6月補正対応）1,049万2千円

（担当課：医療政策課）

PCR検査試薬の購入等

3,000 万円 （担当課：保健・環境検査課）

■経費
PCR検査に要する費用

3,000万円（4～10月）

試薬 2,940万円
（@4,483円×40検体/日×164日

≒2,940万円）
試薬採取器具等 50万円
感染性廃棄物処理費用 10万円

※地域外来・検査センターは5月21日

に開始

帰国者・接触者相談センター運営費負担

790 万 8千円

■経費

市負担金
790万8千円（5～10月）

総額：6,325万7千円
（国4：県3：市1）

（担当課：健康増進課）

感染症予防対策

2,931 万 9千円

新型コロナウイルス感染患者

に対する入院措置及びドライブ

スルー方式等による診療に係る

医療費等を負担する。

（担当課：保健予防課）

新型コロナウイルスに係る夜間

の電話相談、問い合わせ対応を委

託し、職員の負担軽減を図る。

■経費（5～10月診療を対象）

入院医療費 1,932万8千円
（期間内に1月あたり18人感染し、23日
入院するものとして算出）

ドライブスルー方式等による診療費
502万円

（期間内に1日あたり11件発生するもの
として算出）

診療報酬審査手数料 9万8千円



Ⅱ 経済対策と生活の支援

２

（担当課：観光戦略課）主な施策

支給対象及び支給額

■宿泊事業者

• 市内で旅館・ホテル・簡易宿所を営む宿泊事業者

• 対象事業者数：155 客室数：4,604

• １室につき１万円を支給（１事業者につき上限50万円、下限10万円）

■タクシー事業者

• 市内で営業するタクシー事業者

• 対象事業者数：17 所有車両数：330

• １台につき１万円を支給（１事業者につき上限50万円、下限５万円）

■貸切バス事業者

• 市内で営業する貸切バス事業者

• 対象事業者数：７ 所有車両数：149

• １台につき３万円を支給（１事業者につき上限100万円、下限10万円）

目的

新型コロナウイルス感染症の世界的な

拡大により、国内外からの観光客数が激

減しただけでなく、府県を越えた移動の

自粛による観光需要の縮小もあり、観光

業は深刻な打撃を受けている。

しかし、今後の経済回復をめざす上で

観光業の復興は重要であり、業況の悪化

が著しい中でも、経営の継続に取り組ま

れる宿泊事業者やタクシー事業者、貸切

バス事業者を支援するための給付金を支

給する。

観光関連事業者の支援 3,520 万円

（地方創生臨時交付金活用）



３

目的

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、家計

への支援を行うために給付される「特別定額給付

金」を市内での消費に繋げることで、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により売上が減少する市内

事業者の支援となることを目的として、プレミア

ム付商品券を発行する。

主な施策

対象世帯

市内在住の子育て世帯

新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴う学校の臨時

休業等により、外出の自粛を余儀なくされてきた子どもを

持つ世帯の生活を支援する。

（※市内子育て世帯数…約 30,500 世帯）

（担当課：産業政策課）

プレミアム付商品券の発行 3億3,000 万円

（地方創生臨時交付金活用）

■経費

委託料 3億3,000万円

＊プレミアム分 3億円

（≒30,500世帯×5万円×プレミア率20%）

＊商品券等印刷、換金等 3,000万円

事業概要

発行総額 最大 18 億円

発行冊数 最大 150,000 冊

1冊当たりの構成 額面総額1万2千円（ 1千円×12枚）

1冊当たりの販売価格 1万円（ 1世帯5冊まで）

利用店舗 市内小売店や飲食店など約1,000店舗（登録目標）



Ⅲ
主な施策

新しい教育環境の実現と臨時休業等への対応

４

（担当課：学校教育課）

これまで

• 児童生徒3人に1台程度の
整備方針

• 学習の中での効果的なICT
機器の活用

時代の変化

• Society5.0時代を担う次
世代に対応した教育

• クラウドバイデフォルト
時代に対応したインフラ

GIGAスクール構想 奈良市モデル

一人1台の実現により

ウィズコロナ
ポストコロナ

を見据えた環境を実現

※R2年度は教育大綱、
教育振興基本計画の改定年度。
コロナ禍での知見も踏まえ
議論を重ねる。

■R1.3月補正 経費内訳

ネットワーク整備等 10億9,158万6千円
※端末リース(小4～中3) 7,141万4千円
計 11億6,300万円

■R2.6月補正 経費内訳

GIGAスクール推進経費 4,222万9千円
端末リース(小1～小3) 4,935万5千円
※端末リース(小4～中3) 7,141万4千円
計 1億6,299万8千円

※小4～中3の端末リース7,141万4千円は繰越さず、R2.6月補正に再計上。
臨時交付金による財源を確保し、市の負担額軽減を図る。

GIGAスクール構想の実現 1億6,299万 8千円

（地方創生臨時交付金活用）

これから

端末整備を
令和2年度に前倒し

※国の計画では
令和5年度達成

• 児童生徒1人に1台の整備方針
（R2国補正）

• 高速大容量の通信ネットワーク
整備に向けた校内ネットワーク
整備（R1国補正）

• 誰一人取り残すことのない、
個別最適化された学びの拡充

• 1人1台タブレット端末整備 22,967台
※R1補正:小4から中3分国費10,170台,市費2,552台

（R1補正予算措置済）
※R2当初:小4から中3分市費2,570台(更新分)
※R2補正:小1から小3分国費5,142台,市費2,533台

GIGAスクール構想
が目指す
次世代の

学校・教育現場

内閣官房・総務省・
文科省・経産省

• 学びにおける時間・距離などの制約を取り払う
（遠隔・オンライン教育の実施）

• 個別に最適で効果的な学びや支援
（個々の子供の状況を客観的・継続的に
把握・共有）

「子どもの学びを変える」＆「学びを止めない」



導
入
箇
所

7箇所
…出張所、行政センター等を想定

経
費

委託料 862万2千円
導入分 823万8千円
相談受付端末等保守 38万4千円

Ⅳ
主な施策

ICTによるリモートワークの推進

新型コロナウイルス感染症対策

として、また、収束後における在

宅勤務等、多様な働き方ができる

体制づくりのため、専用端末によ

る庁内システムへのリモートアク

セス機能を導入する。10月の稼働

を目指す。

５

（担当課：情報政策課）

これまで

• 市役所への来庁を
前提としたシステ
ム

• 決まった場所での
窓口受付

改善策

• 場所を選ばない、
遠隔地からの行政
事務システムへの
アクセス

• 柔軟なICTインフラ
の配置

目的

在宅勤務や遠隔地から庁内システムにアクセス

できる業務範囲を拡大し、新型コロナウイルス感

染症対策はもとより、収束後における出先機関の

市民サービスの充実や、子育てや介護、妊婦職員

等の在宅勤務に向けて、場所を選ばない多様な働

き方ができる環境を構築する。

新型コロナウイルス感染拡大防止のための

リモートワークの実施 8,871 万 2千円

（地方創生臨時交付金活用）

■リモートアクセス機能の導入

■出先機関等の来庁者との

オンライン相談受付支援システムの導入

構
築
数

専用仮想サーバー 3台
専用端末 100台

経
費

委託料 7,827万5千円
導入及び構築 7,198万7千円
専用モバイル端末等保守

628万8千円

その他 181万5千円（通信費等）

本庁と出張所、本庁と在宅等を

ネットワークで結び、窓口におけ

る市民からの相談等を、本庁職員

や在宅勤務職員が、カメラやタブ

レット端末を用いて支援できる仕

組みを導入する。

年度内の稼働を目指す。

事業概要


